新型コロナウイルス感染症対策市民活動　添付資料（様式Ｃ）
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	必要性
	事業対象者及び
事業対象とする理由
（事業対象者が
抱える課題等がわかる
内容）
	

	
	新型コロナウイルス
感染症感染拡大による
事業対象者が抱える
課題への影響
	

	
	新型コロナウイルス
感染症の影響を受ける
上記課題を解決する
ための効果的手法及び
日頃の活動において
工夫していること
	

	事業対象者の把握方法
	

	事業実施に求められる
資格・スキル等
	

	事業実施に関わる運営人数
	

	当該申請事業の将来的な展望
（資金調達、取組の継続・拡大等
見込みを記載）
	

	類似の事業の経験の有無
	有　　・　　無

	（有の場合）事業の概要及び実績
※報告書等、概要や実績がわかる書類を添付してください
	






新型コロナウイルス感染症対策市民活動　添付資料（様式Ｃ）　【記載例】
団体名　特定非営利活動法人○○○
事業名　コロナ禍における子育て家庭と地域をつなぐ事業　
	必要性
	事業対象者及び
事業対象とする理由
（事業対象者が
抱える課題等がわかる
内容）
	事業対象者：子育て中の家庭、これから子育てをする家庭
理由：初めての子育てでわからないことばかりで困っている等、子育てに関する多くの不安や困りごとがあり、日頃から気軽に相談できる交流の場、相談窓口が必要であるため。

	
	新型コロナウイルス
感染症感染拡大による
事業対象者が抱える
課題への影響
	令和２年４月から、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止として、三密を避けるため、これまで行ってきた子育てサロンが実施できなくなり、子育てに関する相談の場が失われた。子育てで困っている人は、コロナによってより一層不安を募らせている。

	
	新型コロナウイルス
感染症の影響を受ける
上記課題を解決する
ための効果的手法及び
日頃の活動において
工夫していること
	メールやLINEを活用し、自宅で相談できる窓口を常設した上で、希望者にはオンラインを活用した相談受付をすることで、コロナ禍でも相談の場を維持することができる。

	事業対象者の把握方法
	コロナ禍以前に子育てサロンを活用していた方々を対象に、メール等で相談希望者を募る。

	事業実施に求められる
資格・スキル等
	保育士等、業務上子育てに携わる者

	事業実施に関わる運営人数
	10名

	当該申請事業の将来的な展望
（資金調達、取組の継続・拡大等
見込みを記載）
	新型コロナウイルス感染症の拡大により、子育て家庭を社会的に支える取り組みの重要性が明らかになっている。引き続き対面以外での相談の場を継続的に提供していくため、企業等に対する資金援助を働きかけ、助成事業終了後も継続実施に努めていきたい。

	類似の事業の経験の有無
	　　・　　無

	（有の場合）事業の概要及び実績
※報告書等、概要や実績がわかる書類を添付してください
	法人会員限定ではあるが、休日も含めて子育て相談ができるLINEアカウントを作り、相談窓口の運営を３か月限定で行った。相談件数は合計45件であり、うち10件は必要な支援機関へ繋ぐ調整を行った。
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